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独占資本主義段階における社会政策と労働力政策

らくる主体的な力の弱さがあげられねばならない。友愛会は日本労働総同盟と改称して本格的な労' 

_ 組合運動への逞しい足どりをもって歩みつづけたとはいえ，その指導は，主としてインテリゲン 

チ令，.キリスト者などの知識階級に依存することが多く，平沢計七，松岡駒吉，西尾末広らの例外- 

を除い ては，みずからの階級の内部からその指導者を輩出させるまでには到底至らなかっ.すこのであ 

る。こうした幼弱こそ団結権の意義についての認識を妨げたのであって，対立物としての治安警察 

法についても，その全面的撤廃ではなく，わずかに第17条の廃止をもって満足しなければならなか- 

った点こそ， これを如実に物語っているといわなければならない。このような弾圧立法にたいして 

抗争する場合の不徹底な態度こそ，やがて普通選挙法の実施にともなって，むしろこれとひきかえ 

にノ治安維持法として改恶させる結果を生んだのである*

しかしながら，このような主体的な条件とならんで客観的諸条件もまた無視されてはならない。 

事実上，本格的な労働組合運動としての途を歩みつつあった労働者階級にとっては，法としての労- 

働組合法の制定よりも，日常的な体験どしての工場内における団体交渉制の確立，工場委員制度に 

切突な関心がもたれたことは当然であって，労働組合法の制定は，政府すなわち内務省および農商: 

務省の異常な努力にもかかわらず，労働者侧がとった受動的な態度は，これに由来するものであっ 

た。，そしてこのような労働者の反応は，同時に企業内意識を育てようとする資本家の政策に癒合し 

易い伽面をもっていたことは当然である。かくして，労働者階級の労働組合在制定への関心の消極 

他は，資本家側のI L 0 条約の懸念からする労働組合法案への消極性と奇しぐも一致するものであ. 

り，その意味で労働組合法の流産は，独占資本主義段階における日本の社会政策の運命を象徴的に_ 

眙示するものであったとはいえないであろうが》資本家階級が，社会政策をもって，治安対策に従 

Mせしめたように, 労働若階級もまた社会政策にたいして，対立物としての要素を発見したのであ， 

った。1921年以後における労働者階級に対する社会主義• 無政府主義あるいはギルド社会主義の潮， 

流の影響とこれにたいする先進的労働者の社会改良にたいするのとはおよそ比較にならぬほどの高 

い評価を見出したのであった。絶対主義的権力構造と前近代的な精神状況の残存のなかで，急激な 

資本主義の発展をとげたわが国においては，階級的に未成熟である労働者階級は，労働組合運動の. 

社会主義運動からのi k別，前者の後者からの相対的独自性の意義を明丨瞭に認識しえなかったとして. 

も不思議では•ない。そのような誤まれる認識は，また資本の対労働者政策にも手をかす結果となっ 

た/ かくして独占資本志義段階におけるわが国の社会政策は，はげしい社会主義運動の激兪のなか- 

で， 1社会改浪的意味を觅失わなければならなかったのである。

( n ) 戦前より維难された治替型労働政策，および魄後におけるその発展としての治維法乃至労働爭議調停- 
法型の—— 昭和7 年以後ナチス型の方內をとっているところの—— 労働政策。.

( I D ) 资木家の弱体化と，穷(勒政策の強化/ - 一般的停滞の上に迤肢せる，1920尔以来のわが国の恐慌妞殆は、 

資本家を弱体化したが，そのことはかえって対労働者階級め攻蛾を促進した，

( I V ) 労働洛階級の機構的な未熟より生れた收術における沿與的もしくは左與的IH和觅生義4

マ ー ク ア ッ プ • 時 系 列 モ デ ル ： G o r d o n モデル

. 古 田 精 m
. .. 、. . ニ..

( 1 ) まえがき

( 2 ) 代表的企業のマークアップ価格決定と利潤

八. 代表的企業のマークアップ価格決定式： 法人税が存在しないケース 

B. 法人税か導入されるケース

( 3 ) 転嫁度の推定'( I ) : .，製造業部 門------.とくにk - M との比較-一

( 4 ) 転嫁度£0推 定 （n ) : 產業別 *

' ( 5 ) 転嫁度の推定OH) : わが国のケース ’
• -i

( 1 ) ま え が き *
. . .  - \  . •

R. J. G ord onのモデル（以 下 G- モデルと略称）ゆ，K -M -モデルの分析帰結である法人税の短期

的過剰転嫁を- 力では批判する目的で， また他方では， K -モデルの集中度を辑標とする分析帰結

であ亡完全fe嫁を批判する@的で構成され, その分析帰結はかれらとは逆に，アメリカの製造業に

おいて法人税の短期的前転はありえないという結論に到達している。G -モデルの分析視角は，K -

M -モアルかその分析掃結を解釈するさいに仮定したマ- クアップ佃丨•格 '決定が，必ずしも自動的に

法人税の前転をもたらすとは限らないという疑念から生れてい •る。そこでかれの分析手法は，ー方

ではK M モラルと同様，.従厲変数として法人収益率および分配率をとった戦前•戦後の時系列回

式を組むか，他ブ) ではK -M "■モテルとは異なり，モデル内の独立変数はマ一クアップ価格形成を

実施する企業のありうべき利潤決定行動式から選ぶところに特色がある。 これにより独立変数とし

ての法人税率の回帰係数は，企業が税率の引上げに対疮して，果してマークアップ . マ—ジンを引

こ 小論はわか国の法人税転嫁を実嶋に追求ずるため，ゴ- ドンが合細製造業を中心にテストを試みたモデル•
を:b か国のそれに删しその# 効性を吟味したものである。同様の吟味はKrzyzaniak-Musgrave (K -M )モデル，

KdpatrickdOモデルについても実施された。これらモデルの相互について比較• 検討戴ければ幸いである。な

おコ-トンモデルについては参—考文献〔3〕，K|lpatrickモデルは〔9 〕，Krzyzaniak-Musgrave モデルは〔10〕 
を参照。

•Kilpatrickモデルのわが国法人税の適;nについては, 拙稿 法̂人税め掃翁分析（O j 笕カ中央研究所.大街研 

究所- ‘般経済研究室資料，I969a KrZyzaniak-M u_iVe•モデルのそれについては• 細りつが国の法人税転嫁と 

企槊規模別税_ の格箱』慶防義塾経济学会経済学印報8,1 965. を参瓶。ゴ- ドン.モデルのゎが国法人税掃着 

bI測への細に'o いては. 黑剛裕 it：の並々 ならぬ御尺力をうることができた。記して深く感謝の.意を表したぃ，
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• 法人税倚着の実証分析

上げ，かくて税負担を消費者に前転しえたかを検射するため最終的に吟味される。標本期間はK -  

M -キデルよりも長ぐ1925年から1962年までの年データを用い，回帰式算定法もK -M -モデルと 

は興なり非線型方式をとっている。

G- モデルでは，総じていって， K -M -モデルにくらべ転嫁理論の仮説が明示されているのみで 

なく，回帰分析手法の上でもこんごの転嫁分析にとって貴重なインフォーメ一、ンョンを与えている 

と評価できよう。そのため，ここでもアメリカの製造業についてのかれの分析を紹介し批判するの 

みならず, 同じモデルをわが国製造業について適用したヶースもとりあげて検討し，こんご_の法人 

税帰着分析の発展にとってありうべき1 礎石としたい。

(2 ) 代表的企業のマークァップ.価格決定と利潤

ゴードンのマークアップ価格決定と法人税転嫁との間の関係は,キルパトリックが規定した竿均 

费用価格決定のヶースとほぼ同様に理解されている。すなわち，企業は限界现論が規矩するように 

限界曲線，とくに限界収入曲線を熟知しているどは限らないから，平均費用価格決定原理によれば， 

企業は産出高めある「正常」水準で総費用の平均に「マークアップ• マージン」を加算することに 

X り価格を決定することになる。限界理論が想定するような烈潤極大ではなく，ある目標売上利潤 

率の達成が想定される。それゆえ，もしこのH標率が税引きで算定されるとすれば，法人税は他の 

n m t 同様にマ一クアップさるべき平均費用要因とされるから，法人税負担は価格にふくめられ完 

全前転することになる。 ,

しかしかれの主張点は，企寒がマ一.クアップ価格決定にしたがったとしても，それは必ずしも現 

実に転嫁が生起することにはならないところにある。価格がすでに最適利潤極大水準に決定されて 

いるならば，法人税が課税されてi その水準は不变に留まるからである。それゆえ，K -M -ぜデル’ 

で主張される完全転嫁は，企業はつねに価格を最適利潤極大7乂準以下に決定していることを意味す 

ることになる。さもなくば，法人税転嫁めための偭格引上げは，利潤を減少せしめることに終わる 

からである。 ： • •

かれの理解するマ一クアップ偭格決定と法人税転嫁の関係は，■この限りでは通常の法人税転嫁理 

論の想定と異なるところがない。しかしかれは，企業が佃i格を最滴水準以下に抑制する理由を，転 

嫁に関係づけたつぎ0  2 点で茁要視しでいる。 ( i )価格を最適水準以下に抑制すれば，企業は新規 

企漿の参入を防ぎ，かつ反トラフ、ト法による分割を免がれ，それにより長期的利潤を極大化しうる。 

しかしこのばあいでも，企業が税率引上げの永続性を確信するかぎり，価格は準最適水準K維持さ 

れるため転嫁は生じない。（i i ) ® 占市場では，ある程度の利潤マージンの幅が残されているのが普 

通であるけれど, ブラ•イス• リーダーの企業が価格引上げに踏みきるためには，産業内の全企業が

- 法人税帰着め実証分析 

それに追従する誘因となるごときシグナルがなけれ丨.士，価格弓|上げは延期されるであろう。貨金弓丨 

上げ協定も法人税引上げも，いわば適切なシグナルとしてのプライ:ス • リ一ダーの価格a |'卜げを7F 

当化することになろう。
、

G -モデルでのマークアツプ俪格決定行動についての理解は十^ ;とは'いえないまで.も， かれの掃 

着分析にとっては必要.かつ充分め条件を満たしていることは以下にみるとおりである。かれの転嫁 

度測定で左たる関心の対余となるものは，転嫁理論分析そのものよりも，実証的検誠に適介する特 

定モアルの開発にあるといって差支えない。回帰式の検定に進む前にかれのとった手続きは，まず 

企業の利潤額が確矩するまでは法人税納税額は未知数であるがら， はじあに課税が存在‘しないゲ 

一スでの代表的企業によるマ一クアップ価格決,定にもとづ.ぐ利潤形成式を規定し，つぎに法人税 

が導入され利潤形成式はそれによりモデイフケイされ， その修芷式を回帰分析にかけることにな

るo ノ

A . 代表的企業のマークアップ価格決定式： 法人税が存続しないケース

はじめに生産労働者に対する企業需要ムうを規定する。生產労働者の平均生産性をめ，産出显 

を Qt とすれば，労働需要 I A は次式で表わせる。

( 1 ) Lpt~Qtlqp,

非生産ないし 「固定」労働者 (管理• 調査.および事務系職員）に対する企業需寒が, は，現実産出蛰 

兑とは直接関係せず，設備の能力産出量Q * ,の単位を維持するために必要とされる。それゆ 

克 Lft はつぎのごとく表わせる。

(2) L ^ Q y qft

産出量1 単位のために原材料投入量6 車位が必要とされるなら，原材料需耍取は 

⑶ Mt’ t

企業の経常費G は賃金支払額と原材料費であるとし，生産労働者の賃金率を的,非生瘅労働者 

の 賃 金 率 を 原 材 料 価 格 を 甘'  とすれば，経常製Ct は次式で表わせよう。.

⑷ w S M + 切’<Z/,+

= (警 ト bp')Qt+を 防
企業はマークアップ比率饥を平均総費用仏にかけて産出物倾格巩を決定する。その際，産出最 

の-一時的変動による伽格の常時的手_ ：しを避けるため，m は能力産出量での平均费にかけられ
. ノ -• ......

>i(l) Gordon, R. J .〔3〕p. 734細 。しかし财政觸が法人税率を操作する決意翻と法人企業がそれを予測し企 
射反映せしめるべき決意姻とに, 必ずしも伽な醜_が認められない とすれば，企業が税率引上げ 

を” と信ずる根拠もみいだしがたいというべきであろう6 さら税率引上げというシグナルにより企業が伽 

格リ丨雄に踏みきるとしても，伽丨•格水軸最高水準まで，リ丨上げられるとはかぎらない。けだし,錄占市場での最 

細格水準は必ずしも最高細格水姻を意味しないから, 辦?引土げ後の伽格水寧がり丨上げ前の伽格水也にぐらべ 
より高い準織•水軟とどめられ，そのかぎりでの転嫁可能性が残されているとわたぐしは考えるン’’

1 —  25X553) —



( 2)
る•

(5) pt =  mc*t =  + bpm,+

かくて総収入私は次式で表わせる。

(6) Rt -  ptQt= m ( ^ - + bpmt +  - | ^ )  Qt
' : •  'ノ
规金の流れ （cash flow) Z ft (プライムは課税が存在しないケースを表わす) を 収 入 R , と経常費 C , と 

の差額と定義する。

(7) Z \ = Rt -  C, =  [ (m — l)(- |!r -  +  -  ̂ jr-Q*t

ところが，wpt, wft, Vmt についてデータがともに利用できないので，（7)式をそのままの形セ推定す 

るごとはできない。そこで，賃金は平均的趨勢的生産性（的 と A ) および一般物価指数扒の単 

純関数と仮定し，さらに原材料価格も一般物価指数扒に比例すると仮定される。

(8) lo  ̂— ep6, qp,

(9) wfi =  fp°t qft

(10) pmi — gp6,

(8)，( 9 ) , (丨0)式を(7)式に代入し， を ht とおけば，次式をうる。

( 1 1 )ル [(俯 - 1 ル +  %) + 仇 / ] 警 - 声 キ L

推定さるべき回帰型は -

(12) Z 11 =  a i-y -  +

たたし，Rt~"PiQt, R^i =  PtQ t̂, % iは誤差項である。

(丨2)式を標準化して，資本凡で除すと従属変数は資本収益率を表わし，収入 R ,で除すと利潤分  ̂

配率を表わすことになる。しかし(⑵式の独立変数は，成長経済において高度に共線的であるため， 

規瘼変数と比例する新しい誤差項を定義して推定値の効率を改善せねばならない。そのため， 

規模変数として産出量変動率越 IQt と産出価格変動率也/凡を追加する。贵気上界の初期段階で1 

は，価格は賃金に先立って上昇するから，利潤は変出量変動率に関しプラスに変化するであろう。

伽格変動率も在庳評伽益に影響するから，いま1 つの利潤決定の独立変数として導入され， AQt!Qt. 

と 也 /於.は高度に相関しているようにみえるが識別可能とみなす。 その結梁,課税が存在しない 

ケースの収益率と分配率はつぎのごとくなる。 -

(1 3 )令 ■=び'為 :'— 2叙 +  a夸 + ぬ 普 + u '

     一_____:_ . : . ■
注 (2! ⑸式の価格形成式では，.灼 は マ ー ク ア ッ プ 傘 w と能力座-出最での平均费 ;T] C*r との稂とされているが，生產 

穷働洛に対する需與は ?)i実座出M Q ,で矩雜されているから，そ め か ぎ り で は 価 格 形 成 式 は を 暗 黙 に 前  

提としている。 ゴードンは次の⑶， (9), (10)式での変数変換をマイナーな問題点として結論部でモディフブイする■ 
が，⑶式についても同様のモディフィケーションが必奶とされるはずである。

法人税掃翁の実証分析

^ 6 (5 5 4 )

法人税帰着の実証分析

(丨4 } -ォ =  為 _ + め 奢 晋 + 夂

B •法 人 税 が 導 入 さ れ る ケ ー ス  ‘

, 法人税負担を_ ムすることにより，代表的企業は税引麵に対する所与の税率の酶を綏和する 

ことができる。税引利_ を 冗' ，P雜が存在しなぃヶ - スの利滴を江へ，企業の税負担7,の転嫁ざ

れる率をパラメーター的で表わせば，税引利澗れは次式のごとくである。

(15) — +  、

税負担の転嫁がなければ， お よ び か ぺ —7； また完全転嫁されると， 《5 = 1 およびれ 

すなわち税引利潤は法人税がないばあいの利滴と等しくなる。

税込み利潤めと税率奶をふくめると

(16) 7re, =  jtnt +  Tt - '

(17) Tt ~  Vt7T9t .

(15)式を K t で除すれは'  次式をうる。

{,8) '

⑽式はパラメータ一屯が分母にあるため, 通常の最小自乗法では推定できない。 K _ M 一モデルで 

は’ 非線型推定問題を操作変難を用ぃ，次式を推定することにより免がれようとした  ̂ ■

(丨9) H + 料 脊 +%’， .

この推定法の優劣については実証の段階でとりあげられよう。

Z  1 を再定義し，Z ’t =  n’t +  D , とする。ただし，A は減価償却,減耗および支払利子の合計でも

る。これと(丨礼（丨8)式とにより，租税転嫁係数私の推定に関する完全回帰式をうる。収益率指標の， 

ばあいは

(20) 0-171 Rt\ rr^~+ «*2-7—— ^ _____ -I a. ^PtK> ( l ~ a 5vt)htK t a2{ l~ a ,v t)htKt M め ( 1 - 續 J^T

AQt Bt
十a4 a  i 淡) Q r a - a J v tm

分配率指標は次式で表わされる。 ，

(21) — ------~ ——— f-a2-,- ... Ql~  ------l q, ^Pt
Rt ( l —»5叭）ん （1—吣趴）ん 私 3 (1—0^)扒

転嫁分析の第1 麵 と し て の G -モデルの特定化ゆ以上で完了したことになる。第‘2段階として 

の推定手続きではr (20),⑵)式がいずれも非線型であるため，まずテイラー展開によって線型迨似式 

を求めねばならない。この点，K -M -モデルにおいてとられた推定手続きである操作変数法と著し

^ ^  27 (555) —
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法人税帰着の実証分析 .
■ く対照的である。 ■ ,
非線型回掃式め推定法囱体の詳細は他に_ るとして， ここでは(20)式についてテイラー展贿すれば，

か + 1 ) 回目に真のパラメ一ターとフイットされたパラメーターとの推定格差が無猊しうる程度に減 

少し，つぎのごとき線型近似式をうること:ができる。 I

呦 景 + T ^ T =fl>1T ^ r + 巧 ^ T + め' ^ ^ ：̂ T I

’ +  如 。*+l、p ^ \ p [«<n,丨 最 + へ 叙 + « ° • 令  I

ぜ 令 - 量 ] ' 1̂  , I

'ただし，上付き添字は各項の数値決定についての繰返し番号， Z ⑷，は （卜 げ れ ) を表わす6 ,繰返 

し法によりえられる最終回のの標準誤差は， 転嫁パラメータ一の標準誤差である。同様の線 

型近辦式は私についても支られ，かくて収益率と分配率の両者について推定されることになる。 I

( 3 ) 転嫁度の推定（I ):製 造 業 部 門

—— とくにK -M との比較——  I

I
G - モデルの推定意図は， 当初から， K - M -千 デ ル の 推 定 結 果 か ら 生 れ た 過 剩 転 嫁 仮 説 を 批 判 す |  

るしとにあったといってよい。 したかって，G - モデルの推定結果とK - M -モデルのそれとを比較 • |

吟味することは，転嫁分析について1 つめ童要な見通しを与えるとと .になろう。 と り わ け ゴ ー ド ン I 

めK - M - モデル批判は，他め批判と興なり，か れ 自 身 の モ デ ル と 推 定 結 果 を 対 置 し て の 批 判 で あ る I 

ことに積極的意義を見いだせるからである。 ， I

ゴードンは，K -M -モデルに対するスライタ一やグードの批判点を要約し，とくにつぎの 3 点 に |  

しぼってかれ自身の批判を展開する。⑴K -M -モデルの回帰式は，1930年代から1950年 代 の 製 造 I 

業における課税前収益率を説明しようとしたが，しかし，1930年代以来の生産能力に対する需要庄 I 

力の増大についてはなんらの独立変数も含めなかった。⑵加えて，K -.M -モ デ ル の 税 率 以 外 の 独 立 I  

変数は，四掃式のフットを改善するために選ばれたにせよ，明確な経済理論冶デルから導出された I  

ものではない。（3)K -M -モデルの分析結果の解釈をめぐる道耍な問題点は，利 潤 分 配 率 指 標 が 従 厲 I 

■変数として用いられたさいの低い転嫁度と，資本収益率指德が従属変数として用いられたときにえI 
られる高い丨fe嫁係数との間の瞼い違いである。 ,： 、 I

G -モデルの推宠結果は, 表 4- 4-1 .に示されているとおりである。. はじめに， K - M で と ら れ た 操 ■

作変数法とモデルでとられた非線型推定との2 つの推定法の優劣がとりあげられる， 同 じ 表 の . |

注⑶たとえばN‘ Dmper ahd H. Srtith⑴および削 ■ 一 . ,『細 畠 狢 〔幻を参照。 I

一 - 浼 猶 ）‘— •一 I

丄

. 表4-4-1および2 の記号一覽表 
G N Pに対する消费比率の1年のラグ付き増分 

製$ 業しおb る売.上に対する在‘靡のラグ付き比率.
G 'W に対する法人税以外の租税収入（全公共団体）マイ.ナス政府移転支出の比书 
舰 義 前 H 本 • 叫
税率

妞峁上（資料 Statistics of Income)
製造業全体の卸鸿物脑指数に対する虚業卸売物価指数の比率 

総資産（経常価格での帳簿価値，資料Statistics of Income)
実質能力虚出高XP,
卸売物細‘指数

混合実質産出高
さきの(幼式で述べた従属変数

課税前現金の流れ= 課税前利潤+ 減価憤却+ 減耗+ 支払利子 

自山度調整ずみR 7 . .  ' .

ル-，:>!̂ “し从し!：.1!!.丨卿
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従属変数

==̂ — わ
独 立 変 数 R2 D ~ W

k j  rw よ i

転嫁パラ標本 
メーター期間

伙疋胆 .

推定方法
モ

フ■ノレ

r \
j!淀数項 况ト， 丨 Jt v,rnt ‘―

(I-1A) .281 
〔5. 314；

.411
〔2.741:

- ‘ 509 
) C - 2 .926：

- .8 3 4
1C -4.759；

1.358 
〔12. 628； 一 • 964 2.78* 1.358

G12.628；
1935-42+ 

, 1948-59
b

(トIB) .271 
| | 〔5. 214〕

.344  
C2. 231；

- .4 4 4  
〔2_ 485：

- .8 8 4
〔一5.094:

1.455 
CIO. 504〕 一 .964. 3.32+ 1.455 

〔10. 504；
1935マ41+
1948-59

J I奴&

( i - ic )
—̂— —' .

i| .373  
J C5. 761〕
I

.432 
〔2. .391〕

—• 800 
〔一3. 589〕

—‘ 941 
C -4. 528〕

.921  
〔8. 500〕 ‘ 812 2. 80* .921 

C8. 500〕
1935ニ41+ 
1948-59

没数法 

非線型i 丨

~Kt l .

Rt
\ K t

R*,
'fhKt

JP t
Vn

^Qi
Qt v, ;

(ト 2K)
,

.171 
〔3. 562〕

一. 060 
〔一1.799〕

.105  
〔1.423〕

.066 
〔2- 270〕

.143  
〔• 738：.930 1.71* 人 143 

C. 738〕
1935-41?
1948-59 非線型，

め
Rt

1
lit

也
htRt

J P ,
Vt

dQ,
Qi vt t

t
(I72R)

----------- -----

.151 
〔3. 940〕

—.045  
〔一1.759〕

.071 
Cl. 460〕

.062 
C3. 068〕

.214  
Cl. 340〕

.821 1.63* .214
〔1.340〕

1935-41"
1948-59 非線型

Z \
k T'

Rt
K K t

R*t
htKt

JPi . 
Pi

座
Q, Vt

(I-3K) .176  
〔8, 942〕

- .0 6 2  
C-4. 480〕

.043 
〔1‘ 541〕

.056 
〔3. 567〕

.110
〔1.220〕

.962 1.67* .110  
〔1.220〕

1525-41+ 
1946-62 非線型；

_^L
R (

1
k； R*t

W r
.■抓 M l

Qt vt ‘

—r - " 一_
•

(I-3R)
. ...

a ば—u*

‘ 179 
1 3 .123〕〔

- .0 6 5  
- 7 . 175〕

.051 
C2t 224〕

, 060 
〔4. 506〕

.057  
.C 693〕

.879 2.05** .057  
C. 6知

1925-41+ 
1946-62 非線型

,  一. - ' , ' ' ' z W此胆にソりりれ yこ付专の貺叨 .
系列相関なしの fei说か有宽水相! 5 パーセントず'■苹却 

* . 有意水準5 パ一セン:トで不定’

* * 系列相関なしの仮説が有意水够 5 パーセントで許容 
b K>M-モデルo 推矩につい弋は；Vtrmt は K_ M の法矩税率を採用

〔
r
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回帰式(I-1A )はK -M のいわゆる標準モデルであり，操作変数法による一般モデルの推定値である。
— . 

この推定値は，租税変数の回帰係数vtr ’nt からみて，法人税負担のほぼ136パーセントが前転され

ていることを表わすという既述の結論を再確認するためのものである。つぎの回帰式（I -1 B )は，

1 9 4 2年のデータを抜いて推定した帰結を示しているが，その結果，租税転嫁回帰係数は1 .4 5 5 に

,高まり，ダ一ビン• ヮトソン比率も3 . 3 2 に上昇するから，マイナスの系列相関なしの仮説を棄却

するに十分となる。 ^

冋帰式（I - 1 B )はK -M -モデルの標準型をゴードン自身が操作変数法で推定した結果であるが，

それはあらためてかれにより非線型推定法で再推定されるためである。 その結果は回掃式（I-1C)

で示されている。転嫁パラメ一ターは1 .4 5 5から0. 9之1 に減少し，一方定数項 :̂ Vt-,のパラメ一タ

•一はかなり引上げられた。かれによると，K - M の操作変数法はフィットの良好度をかなり誇張し

ており，回帰のまわりの分散は，操作変数値（I - 1 B )よりも (I -1 C )において5 倍以上も大であ

ゴードンのK -M -モデル批判の第2 点は，理論モデル特定化における不完全性である。確かに，

K -M -モデルの独立変数は，利潤行動式について明示された彼説から翁出されたものではなかった

.から，かれの指摘するように推定法の相違以上に重要な論点であるにちがいない。

しかし批判点それ自体は，既述のK -M -モデル批判と比較してみて，とくに丨3 新しいものではな

'い。 たとえば，回帰式（I -  1C) 9 有意な i 検定値は偶然の一致にすぎないとみなしている。 まず，

-d C t-,の回帰係数はほとんどすべてプラスとなっているが，それは利潤が景気回復の初期に高くな

'る傾向があることと，戦後のリセッションが僅か1 年継続したのみという事突に負うにすぎたいと
- . ぐ . ■ . .

丨している。在庫 • 売上比率（P V ! )も， マークァップ仮説の上に立てば望ましい変数とみなしうる 

が，しかしラグ付き変数とする必要を認めていない。 の回帰係数がかなりのマイナス値を示し 

ているのは，特定化が誤まュているにも枸わらず，利 潤 率 と の 両 水 準 が 第 2 次大戦中に変化 

:した力ゝらにすぎないと断定している。第 3 のK -M -モデルの変数である， についても/利潤は総 

•需喪の増大，すなわち通常は政府支出の増大があったとき弓丨上げられると考えるのであるならば，

'G ,を選ぶベきでありまたその回帰係数はプラスであるべきである。ところが，表 4 - 4 - 1 で Jtの係 

，数がすべてマイナスであるが，これも偶然の一致であり， むしろが含められることにより従属 

変数の値を引下げ，フィットの改善をもたらしたにすぎないとみなしている。
• I

注 ⑷ ゴードンは，K -M の操作変数法からえられた推矩値が不正確であることを示すテストを2 つ行なっている。 1 
つは，（I - 1 B )の间締係数値を初期値にして繰返し計筘を行なつた結來，追ちに（I - 1 C )の描矩値に収來したが，

令れはとりもなおさず（I - .1 B )の拙矩値がlocal m inim umでなかったからにほかならないとする„ このテスト 

の詳細は不明であるが.おそらく ニュートン近似法によったi 思われる。だとすれば，（ト1 B )はいわば (I-1C)
めバイプロタクトとして描定されたと考えてもよいであろう。 . ハ

第 2 に，操作変数法によりフィットされた（I - 1 B )の问婦推宠値を理論武(⑶に代入している。その結染，灾際 

侦と推矩値の問の难離が著しく火であり. 两洛の及2. は，(I-1C) の拙定値を州いたばあいi 0 .8 1 2であるのに対 

し，（I - 1 B )のはあいは0 .0 8 6 にすぎなかったと報佐されている。Gordon〔3〕か 7 4 4参照。 ’

— 30(555) —

法人税帰着の実証分析

\

i

,

レ

：

.丨
に

：
」

I
I  ■： 
I

j
wmrnmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmrnmmmmmmmmmimmmmimmimmmmmmimm

法人税帰着の実証分析

われわれが，ゴ一ドンのK -M -モデル批判に_ し期待するところのものは，上述の批判点とは界 

なった伽面であったと思う。 なぜなら， ここでかれが批判する対象は，各独立変数の個別的評価 

—— とくに利潤行動の説明として不適当である点が強調されているが，むしろ，K - M の経済理論 

モデルの特定化がなぜ不完全に終ったかの問題に焦点を集めるべきであったと考えるからである。

とりセけ婦籍分析の課題では，既述のように理論モデル自体が漸く槠築の端緒にっいたばかりであ 

るから/ その重要性が一層痛感されよう。あるいは，理論モデルと計量モデルにおける変数の対応 

不完全性を衝くならば，そこから西び理論モ.デルの特定j匕の問題に帰るべき.であ'クたと考えたい。

ゴードンの積極的貢献は， K M 批判よりもむしろG-モデルの特定化とその推定にあるといっ 

てよい。G -モデルの推定結果は，表 4 - 4 - 1 に，その回帰式(26)について推定された収益率指標の（I 

-2K) t , 同じく分配率指標についての（I -2R )に示されている。収益率指檩の推定結果では，これ 

を同じく非線型推定されたK -M -モデルの (I-1 C )と比較すると，かれの指摘+ .るように，ダっビ 

ン • ヮトソン比率も改善され回帰のまわりの分散も僅か以程度になっている。 また0 帰係数の符 

号条件も両式にっいて満たされている。 しかし，われわれの_ 心の的である租税転嫁パラメータ一 

，は，収益率指標については14. 3 パーセント，分配率指標では21 .4 パ一セントといずれも転嫁度は 

著しく低下している。ゴードン自身の表現では「ほとんどゼロに近い」ことになるが，そういって 

も誤.まりではないであろう。

つぎの回帰推定結果である（I - 3 K )と （I -3 R )は，標本期間を延長して1925-41年から1946-62 

'年までとり，同様の回帰式を推定したものである。標本期間を延長する根拠は，K - M が世界的大 

不況の影響下におかれた1 9 3 0年代初期を意図的に分析対象からはずしたのに対し，ゴ- ドンは，

!戦時を含めることは価格. 賃金統制のゆえに望ましくないが，30年代初期を除くことには明白な理 

丨由なしと考えたからにほか.ならない。標本期間が延長された結果，観測値は1 9箇から3 4箇に増加 

，した。しかし推定結果はほとんど変っていない。租税転嫁係数は，収益率指標については1 1 . 0 パ 

— セント，分配率指標については 5. 7 パ一セントとなり，先のケースよりも転嫁度は一段と低下を 

示している。統計的検宠をみても，回帰係数はすべて予知された符号をとり， （I-3K) の価格変動 

*係数と租税転嫁係数を除けば高度に有意であるといえる。ダービン• ヮトソン♦ テストも，（I-3K) 

では不定であるが，（I - 3 R )では5 パ一セント水準で系列相関なしと判断されている。

製造業部門の法人税転嫁仮説に.かかわるG -モデルの推宠結果は，これまでですべてが尽くされ： 

ている。{ こでは2 点に限定してコメントをつけ加えておこう。 1 つは，G -モデルの推定結果は, 

ゴードンの意図とは無関係に「マークアップ彼説」を支持する実証分析の1 例となっている2其窜で 

.ある。既述のように，かれの転嫁理論モデルでは，マークアップ仮説を现代主要製造業部門で、の価 

格決定方式として楚認した上で採用したわけでは決してない。かりに楚認したとしても，なおかっ 

ノ転嫁がありえない証左を提出するのが，むしろかれの意図するところであった。けれども, 少なく 

• . / ——  31 (559) — —
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とも G -省デルでは，マ一クァップ仮説は肯定的に実証されだと結論してよいと考えられる6 また， 

そうだとすれば， G - モデルの転嫁度推定が文字どおりのゼロ転嫁の結論にはいたらず， 6 パ一セ 

ントないし 2 1 パ一セントの転嫁度が検証されたという結論も，理論モデルと計量モデルの斉合性 

からみて肯定的に理解できるのではないかと考えられよう。しかし，理論モデルそれ自体には，い 

ぐつかの批判さるべき脆弱点一残されていることも無視できない。

第 2 に，かれの統計的検定は，通常の手続きにしたがって，決定係数，検定，系列相関の有無，
■ V . . .

回帰のまわりの分散にいたる.までほぼ望ましい条件を満たす結果が収められている。その限りでは， 

G -モデルの分析成果は法人税転嫁分析の将来について貴重な指針を与えている古.みてよい。しか 

し，統計的仮説の検矩がほぼ完了したところから，G -モデルの転嫁度推矩がその章ま容認できる 

という帰結を導くことは時期尚早といわざるをえない。 この課題については， G -モデルにつき産 

業別に転嫁度推定が行なわれているので，その結果の検討をつうじて触れてゆくことにしたい。

( 4 ) 転嫁度の推定（n ) : 産業別

. ■ . ' ； ■ ,

法人税の転嫁度計測の課題を法人税制のあり方との閨連で考えるならば，製造業のみならず全産

業を含めたマクロ的計測が興味の中心とならざるをえない。しかし，転嫁理論に即してみ右ならば，

産業別にみた転嫁度の格差が分析の中心におかれてしかるべきであるし，また法人税のみならず企

業課税全般のあり方を西検討する視点からは，産業別の負担転嫁の格差を検討する作業は欠くぺ

からざる前提となるはずである。

G -モデルについて産業別では資料の制約から1 0産業が選ばれ，表 4 - 4 - 2 の.ように, 収益率指標;

と分配率指標についてそれぞれのHU帰係数の推定値が整理されている。この表でまず眼につくこと

は，外の回帰係数からよみとれる転嫁度が, 化学および石油について9 2 パーセントないし9 8 パー

セシトを最高として,最低は印刷おこよび出版のマイナス3 1 パーセントないしマイ■ナス6 7 パ一セソ 
-. . , ■ 

卜にいたるまで箸しい分散を示していることである。ゴ乂製品のばあいも, 化学 • 石油についで;ほ

ぼ完全転嫁といってよいであろう。これに対し，金厲製品のばあいは印刷•出版についでマイナス

の転嫁を示している。産業別にみた転嫁度のこのような著しい格差をどのように解釈するかといづ

問題が，ここで提起されていることに注目する必要があろう。ゴードンは，産業別に推定された転

嫁度の加3：t平均を算出し，その値が収益率指標については1 1 パーセントであり分配率指標につい

ては0 , 3 パーセントであるとし，一方製造業の転嫁度推定値が表4 - 4 - r の ( I - 3 K )と (Iこ3R) からそ

れぞん1 1 , 5パ一セソトと5 . 7 パ一セントであるから，産業別と製造業全体についてみた転嫁度は

一致しているとみなしている。そこから値ちにかれは製造業における法人税め転嫁はほとんどなが

ゥたと結論している。 ■
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表 4-4-2 G-モデ.ル推定結來： 産業別一 一 - 7  メ.リ力 

(標本期間： 1925-41年プラス1946-62年）

収 益 率 指 標 の 回 帰 式  

に お け る 独 立 変 数
定 数 項

R*t
h,K, ’ 為  

Pt
m,
Qt v,

分 配 率 指 標 の 回 掃 式  

に お け る 独 立 変 数

女 為
dpt
Pt

AQt
Qt vt R1 D-W

食 品 ， 飲 料 ， タ バ コ  

(n-iK)
.030 

C2. 339 .087 
〕 〔4.832

-.036 
〕C —2.429

.055 
〕 C2.783 .097 

〕 〔2.110 .034 
〕 C 228

.905
〕

2. 53*

(n-iR) • 071 
〔4. 005 --004 

) C-. 240
.032 

〕 〔2.718 ‘ 067 
〕 C2.443 一 .329 

〕 C-2, 890
.479

〕

2. 26*

衣 服 ， 織 物

(H-2K) 108
〔 一 3.641 .208 

〕 〔4.514 —.056 
〕 C~ 1.547

.138 
〕 C2.695

*031 
〕〔.759

-•154 
〕 C-.533 .915

〕

1‘ 79*

(D-2R) •178 
〔3.601:

-• 098 
〔 一 2.731:

.164
〔4. 382；

.025 
C . 854；

•176
C 637；

,775 1.21*

■材 木 ， 家 具

(n-3K) ‘175
〔5.502: -• 070 

-3. 241
.173 

〔3. 894：

-‘005 
〔 一 •173；

.280
〔1.375:

.917 1.91**

(n-3R) ..186 
〔6.052〕

—.083 
〔 — 4.579〕

.198 
〔3. 067：

.064 
〔1.563；

.054 
C 173；

‘723
■ 1.83**

紙 製 品

(n-4K) \ ,174 
CIO. 050〕

-.047
〔 一 3.890

.ioo!
〔4.113〕

.032 
〔2. 314〕

.425 
〔7. 085〕

.983 l.so*

(n-4r) • 188 
〔12. 040〕

-.059 
C-5. 548〕

.089 
C3. 244D

• 031 
〔2. 018〕

.394
〔6.535〕

‘ 896 1.92**

印 刷 ， 出 版

(n-5K)
,057 

〔2. 280〕

.223 
〔8.,316〕

-.142
〔 一 5.543〕

•146 
〔 之  313〕

.084 
〔2. 633〕

-.310 
C-l. 785〕

.932 1.34*

(n-5R) .216 
〔9. 311〕

-• 088 
〔 一 5-452〕

.091
〔1.473〕

.103 
〔3.190〕

-.674 
C—3.885〕

.777 L 37*

化 学 ， 石 油 .
■ (n-6k) .180 

〔8. 829〕

-.054 
〔 — 5.038〕

一 .013 
〔 一 .676〕

-.007 
〔 一 ‘135〕

.921 
C16. 870〕

.931 1.18*

(n-6R) .182 
C7. 564〕

-.059 
C-3. 374〕

024 
〔 一 .848〕

-.006 
〔 一 .202〕

.981 
〔19. 701〕

'.689 1.51*

ゴ ム 製 品

(D-7K) .081 
〔6. 672〕

-.023 
C-3. 0.86〕

*038
〔1.721〕

.017 
C 867〕

.896 
〔10. 286〕

.920 1.24*

(n-7R) .078
〔5.670〕

023
〔 一 2.570〕

.038
〔1.933〕

.017 
〔.998〕

；908
C8：285D

.678 1.30*

皮 苹 製 品

(H-8K) i 098 
〔2.698〕

一 ，046 
〔 — 1.573〕

.151 
〔4.136〕

.126 
〔3.101〕

.178 
〔.743〕

.817 1.42*

(D-8R) •131 
〔3.328〕

-•074 
C-2. 365〕

.110 
〔4.475〕

.089 
〔3. 270〕

—• 063 
〔-• 219〕

.687 1.48*

陶 磁 器 ， ガラス
• (n-9K) .158 

C9. 922〕

一 .035 
C-3.529J

.086
〔1.312〕

.033 
〔2.262〕

.551
〔7.001〕

.961 .98*

(H-9R) .179 
〔12. 885〕

—• 050 
C-6.7453

.212 
〔2. 416〕

.067 
〔3. 270〕

.336 
〔3. 321〕

.786 1.33*

金 厲 製 品

(n-iOK) .179 
C7. 857〕

—.048 
C-3. 645〕

-.055
〔 一 .989〕

.059 
C4. 268D

-.0.19 
〔 一 ‘136〕

-924 1.06*

(n~iOR) .192 
C14. 730〕

—.054 
〔 一 9‘ 052)

—.039 
〔 一 • 377〕

.063 
C5バ324〕

—.143 
c-l, 047〕

.882 1 ‘ 33*

a ダービン• ブトソン検定値につけられた符号の意味は表4 -4 -1と同じ,
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産業別にみた転嫁度の推定結果は，ぃま1 つ転嫁理論に対し問題を投げかけているようである。

それは印刷. 出版, 金属製品では収益率•タ:配率の両指標についてマイナスの転嫁を示し,また衣 

服 • 織物では収益率指標で々イナスの転嫁，さらに食品• 飲料• 汽バコお土び皮革製品では分配率 

桁標でマイナスの転嫁を示していることである。K - M のばあい，スタンダ一ド• モデルでの転嫁 

度が136パーセントにのぼり，この過剰転嫁の解釈について，K - M が行なった説明はかなり説得 

力に欠けて、、たことはすでに述べた。ここではゴ一ドンが，かれ自身の推定し’たマイナス転嫁につ 

いて, それがどのようなプロセスで発生しうるのか説明すべき立場におかれたことになろう。かれ 

はマイナス転嫁の意義と解釈についてなんら触れていないが，転嫁理論のうえでは，K - M の過剰 

転嫁と#.んで新しい諌題を生みだしたといってよいン

推定結果の統計的検定では，ここでも眼につくことは，産業全体にわたって分配率指標の回帰式 

の及2 は収益率指標のそれよりもすぺて低くでていることである。かれの説明では，企業行動のマ 

一クァップ仮説からすれば，マークァップ比率は本来の役割から予想できるように収益率にくらべ 

安定的であるから，分配率指標は収益率壻標よりも分散が少なくなり，したがって，分配率指標で 

は収益率指標よりも定数項のみでよりよく予測できるからであるとされている。分配率指標と収益.

率指標との間の豆2 の計算値も同様に锥離しているが，これについても同じ説明が与えられている。 

そこで試みに，産業別の及2 の最低値を選びだしてみると，それは (II -1 R )の 0 .4 7 9であり，これ 

を 及 にしてみると0 .6 9 2となり，相関係数の検定をするため5 パ一セントと 1 パ一セ ン トの有意 

水準をみれば，それぞれ0 .5 2 1と0 .5 1 8であるから有意とみなして上いであろう。したがって，産 

衆別の及2 はすべて有意と考えられる。

回帰係数から奶に関する有意性は , すべて片侧t 検定で判定されるが，それらの有意水準5 パ 

一セントと1 パーセントの検定値はそれぞれ1 .6 4 と2. 3 2 である。表 4 - 4 - 2の回掃係数のう令，まず 

めはすべて理論的に予想されたとおりプラスの符号をとり，また1 パーセント水準ですベて有意と 

みなしうる。同じく推定値20箇の的はすべて予想された符号マイナスをとるが，17箇までは1 パー

セント水準で有意であるけれど残りの3 つは有意ではなV、。価格変動係数ぬは  これはつぎの産

出高変勋係数と並んで注目されるが—— 符号条件:e は16箇がプラスとなって満たされており，ま た ， 

5 パーセント水準で14筒までは有意である。産出量変動係数心では，14箇までプラスの符号条件 

を満たしており-同じく 5 パ一セント永準で1 2箇まで有意である。総じていって，有意でない回帰 

係数でもすベて理論的に予期された符号をとっていること，そして化学• 石油産業では，価格変動 

係数と鹿I I商変動係数が有意でないのみならず符号条件も満たしていなV、点に留意する必要がある。

問 題 の 嫁回 帰 係数 は，20 箇のうち，8 つは1 パーヤ ント水準でかなりプラスであるが， 2 つ 

は冏じく1 パーセ ント水準でかなりのマイナス，そして1 つは5 パーセント水準でマイナスであっ 

て—イと判定できるが，残りの9 つについては有意とみなしがたい。ところで，先に述べた完全;転

— ~ - 34 (5 6 2 )——

法人税掃着の実証分析 .

嫁を示した産業と々イナX 転嫁を示した産業の問崩に戻ってみよう，。ここでは，か り に 4 0 パーセ 

ント以上の転嫁度を示した産業を選んで「完全近似転嫁産業」 (このタームは完全転嫁に近いという窓) 

とみなすならば，化 学 •.石油，.ゴム製品，陶磁器 • ガラス,..■紙製品め 4 産業が考め產業に該当する . 

が，それらの転嫁回帰係数はすべて1 パーセント水準で有意であるとみなすことができる。これに 

対し，マイナス転嫁を収益率と分配率の2 指標につV、て明白に示した産業をかりK 「完全々イナス 

転嫁産業」 とよぶならば，印 刷 • 出版と金属製品の2 産業がそれに該当するが，印刷•出版の病嫁 

回帰係数は2 つともに有意と認定できても，金属製品のばあいは逆に有意と認定することはでぎな 

ぃ。同様に，収益率指標か分配率指標かどちらかの回帰式における転嫁係数力《マイナブ、の値をとる 

とき, ご れ を 「マイナス近似転嫁産業」 とよべば，食 品 ♦ 飲 料 • タバゴ，衣 服 i 織物，皮革製品の 

3 つの産築かそ•れに該当しよう。そのうち，食 品 • 飲料 .タバコの 1 づを除いで他の2 づは有意で 

はない。要するに，転嫁係数の有意性に関し!•完全近似転嫁産業」. と 「マイナス近似転嫁産業」の 

類型産業をとりだすならば，前者についての8 転嫁孫数はすべて有意であるが，後者についてのプ 

.如嫁係数のうち3 つは有意と各なしうるが，他 の 4.つは有意とみなすことはできない。 したがづて，

!転嫁回 !1§係数の有意性のみから判定すれば， 「完全近似転嫁產業丄の転嫁係敎のほうが一般に有意 

性においで優れているといえよう。

ところで，いま 1 つの検定であるダーピソ . ヮトソン比率を検时する前に，ゴードンの行なづた 

モデル修正の2 点について触れておかねばならない。その第1 点は，前述の回帰式(丨3)と(丨4)ではいず . 

れも定数項がないが，食品, 衣服，印刷の3 つの産業丨こついては, 収益率指標の回帰式のフィット 

を改善する目的で定数項が加えられている。その結果，それら3 つの推定結果はかなり改善されチこ 

と報告されている。修正の第2 点は，食品，材木, 紙, 印刷，金属の5 らの産業について，同じぐ

丨回帰式(⑶と(⑷のんをつぎのどどく伖定したことにある。 ’ . ハ

. . . . r  . . . .
1 , t ~ l ,  , 3 4

h lは，当該産業の產出物伽格抬数で製造業全体の産出物偭格指数を除した値であるから，修IEめ第 

2 点は，当該産業と製造業全体の産出物の相対価格不変という強い仮定をおいたことに等しい，と 

解してよいであろう。かれの説明によると，当初の仮定では利潤に対する相対価格の効果を誇張し 

ており，そのため冗2 とダービン•ヮトソン比率を惡化せしめていたので，この’ような修正が加え 

られたとされている。またこの2 つの修正によっても，転嫁回帰係数にはほとんど影響がみられな 

，かったと述べられている。 '

しかしこの2’つの修正点は; かれ _ 身 が 「推定結果め最も重要な弱点丄と告白しているように /  

あるいは推定結果のみならず，迦論モデルそれ_ 体の脆弱点も推測させるものなしとはしない。か 

れが推定結果の弱点と考え 'X：いるものは， 1 つば同時性問題であり , いま 1 つは多逋共線問題であ 

る。同時性に関しては，それはあ :りそう. もない._と.しているd .なぜ'な.ら， も’し利潤率が独立变敎め .す '
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G -モデルをわが国に適用ずるに際して， はじめにデ一ター処理についてかなり立ち入った考察- 

を加えねばならない。 というのは，G - モデルの•ばあいK - M ないしK - モデルとは異なり，データ 

処理の而で闲難な問題を含み，かつそれは推定結果について少なかちぬ疑問を提起するからであるぃ 

それは同時に，G - モデルをわが国に適用し.たケースとして試みられた猶造推定の結果を解釈する 

ばあいに, これまでのK - M ないしK - モデルの推荦結梁とは興なった意味での限宠を課さねばな.. 

Pyないことになろう。こごではffi喪と考えられる変数にしぼって盤則. しておくことにする。
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ぺてに影響するならば，それは投資財需要とか配当支払に対する利潤の間接的効果をつうじてであ 

り，したがってまた，それらをつうずる産出高，生産能力利用度等に対する効果であるからとのよ 

うな因果関係の連鎖はおそらく数年にb たるにちがいないからであるとする。また独立変数間の典 

線性も，回帰式をJ C と私で標準化することにより改善されているとみなし， 如か4 ヒ 则 Qt 

! の相関が極めて低い（全体について0 . 3 2 )という報告がつけ加えられ七いる。同時性と共線性への疑 

I 念がこれで解消したとは考えられないが，さらに® 本的な疑念は，定数項が特定産業の回帰式に追 

i .加されることにより，回帰式内の独立変数以外のありうべき外生変数がそこに集約的に反映される

I . はずであるから，さきに製造業全般について支持されたマークアップ仮説の妥当性も，す/なくと
I •,
レ も 食 品 ，衣服i 印刷の3 つの産業についてはあてはまらなくなることにある。おそらくマークアッ 

I プ仮巍は，これら3 つの產業内の企業により，よ' りよく妥当する企業とそうでない企業とあるであ 

r . . ろう。またマークアップ仮説が妥当するとされた産業内の企業についても同じことがいえよう。そ ‘ 

5 うだとすれば，理_ モデルの特定化に当っていかなる仮説をポジテイブに採用するかについて，よ 

] . り慎重でなければなるまい。

j 修IEの第2 点で， ht =  i とおくことは推定結果の改善をもたらすとしても，その経済的意義に'^

■ いて触れるべきであろう。相対価格の変化をつうずる短期的転嫁の可能性を実諫する計量モデルで- 

; は，計測に用I 、られる独立変数の意味内容が理_ 的に指定された変数と完全に一致すべきはずであ- 

I . るから，んの変換についても経済理論的対応の説明が必要とされよう。同様の観点は，かれがマイ

I ナ一な弱点と認めた仮定一これも伽格変数の変換である(8), ( 9 ) , (丨0)式の仮定一では，転嫁係数： 

a の推定値にほぼ1 0 パーセントの下方バイアスを生みだしているが，これも転嫁係数を0 . 1 1 から•

 ̂ 0 . 1 2 だけ引上げるのみであるから，茁要视するにあたらないとする説明についてもいえよう。.問S
! '

• 3 題が租税転嫁の実証分析であるかぎり，価格変数の導入の仕方いかんが分析の成果を大きく左右す一 

. [ • ることはあらためて指摘するまでもない。 それだけに， G - モデルの価格変数の扱い方に一層の慎-

l i を期待するのは，おそらくわたくしのみに留まらないと考えざるをえない。
• •

'{ . . .  . . •
,1 - ■ _ 
j ( 5 ) . 転嫁度の推定（冚）： わが国のケース  '

法人税埽着の実証分析

第 1 に法人税率vt の処理である。 この処理はK - M およびK - モデルにも共通しているが，G -  

モァルのばあい実効税率ないし平均• 限界税率は考慮.されず， 「総表面親率；J を適んでいるところ 

に特色がある。ただし帰着分析にあたって2 つの修正がなされる。 ! づは，年度途中で税率変觅が 

あったばあいぅ税率は当該年度の法矩税率の平均値をとり，税率が施荇された時点でゥ立ィトづけ 

が行なわれる。これは決算時点での時後的な実効税率が，経営者が時前的に予想する税率にくらべ 

ると過大評個となるためと.られ*た修正である。いま i つの修正点奴課税対象となる超過利潤を全法 

人企業か稼得したとは限らないから，k - m が実効税率算定のために使用した意味での法矩超過利 

潤税率は考慮されず, 1|1に超過利潤税が課せられる法人利潤の全法人利潤に対する比率推足値に超 

過利潤税率が課せられるとした。第 1 の修正点については，わが国めケースでは考慮に入れなかっ 

寸こ。その理由の1 つは，少なくとも戦後の税率変更は年度当初に実施されたケースが大半であり，

も、ま ] つは税収の過半が徴収される大企業で、は 3 月および9 月決算が行なわれ,年度涂中の税率変 

更も経営者に十分の反応期間を与えるよう考慮された形跡が窺えるがらである。問題はむしろ馆2 

■の修正バにある。コ一ドンか法矩超過利潤税率を帰着分析の枠組みのなかでどう評価したか明瞭で 

社ないか，わか国のばあい戦前• 戦後の一貫した税率時系列を求める作業はかなり困難をきわめ(3 。 

とくに経営者が予想する実効税負担率の算定はほとんど不可能に近い。しかし，g - モデルでは「総 

ニ表面税率」を有用とみなし実効税率を殆ど無視していると考えられるので， わが国のケ一スでも 

1「総_ 面税率」を算定し利用することとした。 ノ .

第 2 には卸売物価指数% と実質産出高Qt の処理である。産業別卸売物価指数は.必ずしも榀箝 

，分析k おける産業分類と対応するものではない。しかも,産業別卸売物価指数に含まれる産業分類 

(は繰り返えし変化するのが通常である。ゴードンはこ; ^ らの事倩を考慮し，所要の産業別卸売物価 

•指数系列をみずから作成している。実質産出高はとぐに「不変ドル表示の混成実質産出高J と規矩 

されているように,，産業別にみて産業生産指数（I .I .P .)と卸売物価指数（W.RI.)とでぽかなり異な 

ってい.るため，両者の混成尺度を作成しデフレ— トされた粗売上高をもっての時系列を笕足し 

ている。わが国のケースでは，產業別卸売物価指数も産業別実質産出高も算定を試みることをしな 

:かった。その理由は信頼しうる同時系列に欠けていることにもよるが，決定的な理由は次に述べる 

:産業別産出能力時系列の算定がほとんど不可能であることによるものである。

すなわち，G -モデルの適用に当って最大の障害は，産出能力時系列をわが国について産業別に 

箅出しがたいところにある。ゴードン丨自身が「産業別の生産能力およ1び利用シリーズも作り上げよ 

うといういかなる企囟も，かなりの程度まであて推量に遨づかざるをえなと断わっているよう

注(5) わが国の法人税制.は戦前と戦後でその構造が異なり，とくに税率算矩の而では戦前の法人資本税-同族会社に 

対する特別税率，臨時利得税等の扱いが間題となる。また敝前. 戦後をつ5 じ租税特別措置も別個の問題点を抱 
えている。これらについてはたとえば，古出〔2〕を参照。 .

<6) Gordon〔3〕p, 758. Data Appendix を参照，
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に'，ァメリ力においても信頼しうるに足る既存め戦前• 戦後にわたる産業別産出能力シリーズは利， 

用できないため, G - モデルではかれ自身の作成になるシリ一ズが利用されたI。作成手続きの詳紲 

は不明であるが/ 要約は次のごとぐである。まず菽準年度として產業別利用度が循環的ピニグに達 

した年度が選ばれる。また各產業について，各ピーク年度の平均利用度は0 .9 0 ないし0.舶と規定 

される。産出能力の推宠値は，產業別にみた年度内の月間産出量および実業雑誌のコメントを外部• 

情報として利用し算出される。最後に，各ピーク年度間の産出能力V )変励は線型という仮定を採用 

せず，鹿出能力の年間成長率は各年度の実質固定資本の成長率プラス前行ピーク年度から次のそれ 

に至る固定資本に対する産出能力比率の成長率に等しいと仮定される。ただし実質固定資本のデ一 

タは，各雍業の帳簿価値をとるが, 資本の定義の変化について調整を加えたうえで，未公刊の商務; 

劣资料であるイムプリシット物価指数でデブレートされている。 '

わが围の戦前• 戦後にわたる産出能力の時系列は，寡聞にしてァメリ力のように算定が試みられ 

ているのを知らないし，製造業のみに限定しても見あたらない。そこでモデルの適用を試みる 

前に，なんらかめ測定方法により推計を果さなければならない。長期の産出能力測定方法としてt t

—•般に，（a).Productioiv Function Method, (b) Truncated Production Function Method, (c) Growth-
、 ⑴  .

Rate Extraporation M ethod,⑷ Linlced-Peaks M ethodの 4 種類がよ..く知られており，. またわか国の_

潜在生産力につV、ての推計も戦後の限定された期間に亙づてではあるが試みられるようになった。

それだけに，推計法としてはゴードンの試算以上に優れた手法が利用できるのであるが，統計資料の.

制約からはそのような手法の適用を許すべくもない。そこで，ゴ一ドンの算定法が先め分類の(c)お

よび(d)の混合とみなしうるので，できるだけかれの箅定法に近似した産出能力測定法を採用するこ

とで，わが国'のケースでは満足する(まかはなかった。すなわち，戦前については昭和14年および1&

表 4-4-3 G -モデル推矩結果： わが国製造業

C 〕内は i検定値

從厲変数
転嫁パ

独 立 変 数  R D - W ラメ— 標本期問推定方法
タ—

炉,
K, g 数現

Rt
ktK,

丑*,
W i

J P l
Vt

^Qt
Qt v t 非線型

- 5 . 173 
〔一7‘ 464〕

2. 896 
〔6. 542D

, — 1.165 
C -2. 631〕

1.096 
CL 446〕 .986 .905 1.23 • • 986 昭和 4〜 16 

+ 27〜38年

為
lit i

R *t
htK (

M l
Pi

爲

Qt
弗線型

-3 .6 7 4
C -1 ‘ 631〕

2. 000 
〔5, 632〕

—1.752 
C -3 . 539〕

.544  
C 628〕 ,942 .903 . 1 . 0 2 .942 昭和 4〜 16 

+  27〜38年

注⑵ Levy〔11〕1>P. 64—7 2参照6 ただしL evyのばあいpotentialGNPの測定方法を中心としており，產桀別の 

途出能力は扱われていないa また測矩カ法の群細もここでの主題とはなれるので立ち入ることを控える。

( 8 )火橘〔14〕，矢岛〔16〕，石热〔4〕，岛蛘〔15〕参照。これらはいずれもわが围敝後の潜在的成長能力の計測を 

问的とし，したがって戦前ならびに迮槊別についてはとり拱われてはいない。
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年を，また戦後についてq 昭和3 1年および邡印をピーク年度と仮宠し，各年度にわたる設備能力 

指数により算定された成長率をもってピーク年度をリンクするという方法をとっ运》。

標本期間はK -M -モデルを適用したときと同じであって, 戦前は昭和4 年から16年， 戦後は昭 

和 2 7年から3 8年までであり，必ずしもG-モデルがァメ .リ力に適用されたケースと同一期丨MJを選 

ぶということはしなかった。ゴードンが標本期問の選択についてK -M を批判した観点一大不況 

前後の年度を除くべき理由はないとした糾点は，わが国では資料の制約から昭和4 年以前は遡及で 

きないため取りあげられていない。したがって観測値はG -モデルとK -M -モデルのほぼ中間であ 

る2 5箇となっている。 ' 、

推定方法は非線型の1 つであるニ ュ ー トン法がとられた6 はじめにV iの変動領域をQ O , < iと 

仮定し，的の初期値を0 .5として繰り返し針鈴;がなされた。その結果，利潤亨関数のばあいは第11 

ステップで目的間数が0. 0 1 9に収束し，.分配率関数のばあい同じく第11ステップで0. 0 2 4に収束し 

著しくゼロに接近したとみなされる。その推定結果はそれぞれ表4 -4 -3にまとめられた。それによ 

ると，推定結果はァメリ力製造業に適用されたケースに:くらべ皮好とはいえない。なによりも符号 

条件が満たされている独立変数はdQtjQt のみであり，他の独立変数であるRJhJQ，R 'lh tKtt Avtbt 

についての符号はすべて逆転している。なかでも，産出能力に対する需毁の圧力の増大効果.を测定 

する変数として導入されたR 'lh tKt は，RifluKtに次いで高いパラメ一 ターの絶対値を示しており. 

とp 点はァメリ力のケースと照応している0 けれども符合条件は両者で入れ遠いになっているから 

理論的に不斉合で、ある。 办 /货についでも同じようにいえよう。 これらの点は利潤率関数と分配率 

関数の両者に共通している。

1検宠については， 5 パーセント有意水準では，2 0 の^ 由度に対し必要なt の値は1 ,7 2 5 であ. 

り， 1 パーセント有意水準では2 .5 2 8である。，そこで利潤率関数では，RtlhtK tt R 'lh tKtのパラス 

ータ—は高度に有意であり，^pjpt も有意であるといえるが，dQt{Qt は有意であるとはL、えなレ、。 

また分配率閨数では，R 'lh tRt のパラメーターは高度に有意であり，，次^/於も有意であるが，.1 /ん， 

撕 </仏については有意であるとはいえない。それゆえ，利潤率関数についても分配率関数について 

も，符号条件を満たしている唯一の独立変数であるML丨(^ が，t 検矩において有意と認められない 

ことになるので, G -モデルで導入された各独立変数は，すべてわが国製造業の転嫁行動型の説叨 

変数として適切とはいえないと結論してよいだろう。

けれども，.そのような限定のもとであるが，われわれの関心ijl：である租税転嫁係数は，利潤率関 

数と収益率関数のいずれにおいてもほぼ完全転嫁を示していることは注丨•丨されよう。ァメリ力の製 

造業に適用されたケースではむしろゼロの転嫁に近かったパラメータ一値にくらベ，諧しく対照的

注 ⑶ G -モデルをわが国法人税埽葙の計測に適州するさいに，統数値は生としてつぎのごとき資料に侬拠したa 

経済企画げC 6 X 〔7〕, 〔8〕，三敦経済研究所〔12〕， t丨木銀行統訏局〔13〕， とくに設備他力桁数についてはゴ- 

ドンのようにその他の资料とのつき合せを必谀とした，
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ソ； といえよう。 またK -M -モデルの租税転嫁係数と比較するならば，K -M ではゴードンが批半ilした 

j ' ように，利潤率関数と分配率関数のそれぞれの転嫁回帰係数との間にかなりの乖離が認められたが， 

I G -モデルでは両者の転嫁度はほぼ一致している点も注目に値いしよう。 G -モデルはK -M -モデ

i . ' ルとは異なり. 明示的に企業行動のマークァップ仮説の上に構築され,そのため分配率関数の茫

| . は利潤率関数のそれよりも小さいとき主張された。けれ‘ども， が国の製造業については云はほと

' んど等しいとみてよい。 この事実は, G -モデルの構造推定結果が， ァメリ力製造業におけるマ一

■： ク7 ップ仮説を一方では肯定し，他方では法人税転嫁を杏定した帰結とも対照的であるといっても
i i ■ ■ '
| 過言ではないであろう。なぜなら，わが国製造業の法人税転嫁は必ずしも否定しえないにも枸わら

 ̂ ず，製造業全体としてのマークァップ仮説の実施は必ずしも支持できるとはみなしがたいからであ

! ： る。この視点からすれば，そしてまた産業別にみたァメリガの転嫁度推定の分散を考慮に入れるな 

| ； らば，製造業を個々の產業にディスブグリゲートすれば，マークァッヅ仮説が産業の異なるにした 

j : がい仮説支持度もまた異なると予想できよう。この予想はさらに，產業別にみたマーク7 ップ伖説 

j 1 の適合度にしたがい，転嫁度もまたわが国産業においては異なることを推測せしめるもの•である。

I f *
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はしがき

序節贫析の基礎視角 

第1節既存の坐産諸部門における投^?行動 

第1項新生産方法の導入と結合した投■資行動 

第2 項生産方法不変のもとでの投資行動 

第3 項固定資本投下の基礎上での流動資本の更新投資 

第2 節新生痒部門への開拓投資（以上，本誌5月号)
第3 節不況期におけ冬投資行動 

第4 節好況期にi ける投資行動

補 節 （第3.4節への補） 宇野理論の検討. 批判（以上，今月号)

第 3 節不況期における投資行動

マルクスにおいては，恐慌は好況の進展の必然的帰結であると同 時 し大新投資の出発占丨 

生産力発展の「出発点」を臟するものとして把えられている。 し た が って，不況

破っていく趣力は，資本の通に内在するものとして，産 獅 酿 t 「麵的交代」を顺する 

めとして把えられるの で ある。 • . . （注1)

「労働手段の大部分は産業の進歩によって絶えず変革される。 だからそれは，最初の趣でではな 

ぐ » された形態で塡補される。 - 方では，固定齊本— _^定の現物形態で投下されて おり.そ 

の形態のまま一定の平均寿命を生きぬかなければならぬ一 が 大最であることは，新たな機械など 

が嫩きしか採用されない-原因をな し し た が っ て ，改良された労_ 段の急速な— 般的採用 

を妨ける- 障碍をなす。他方では競争戦は，殊に決定的変本に際しては，旧式労働手段をその应然 

的死減前に新式のものと代えることを杂儀なくさせる。 より大きな社会的規模での経 営 麵 の か か  

る時ならぬ更新 solche vorzeiti^e Erneuerung des Betrietegerats auf grow er geseilschaftlicher 

StUfenlGitei* を簾するのは.主として破 局 一 恐 慌 I— phen. K r ise n .である
  ------- —____ —— _________ — . (注 2)

注S  上 1, _  (注 で の 職 訳 書 は , 前 稿 ⑴ の 注 嗔 )，..(2) a. a. 0„ II, SS:164〜5 . 訳，II, 219頁
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が̂ ^ 織 甲  涵 ^ ^ ム ^ ^ もぐ: ^ ^  ぬ ず 微 ^ ぶ 傭 沈 和

投資行動にかんするマルクス_ 論⑵

村 晉 代 子


